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Abstract

The sensor orientation of a seismometer constitutes basic information required for analyzing horizontal component 
waveforms. In the case of seismometers installed at the bottom of a borehole, like the NIED Hi-net sensors, it 
is difficult to check their orientation by the eye. We therefore have to estimate the sensor orientation by using 
observed waveforms. In this study, we first revise a sensor orientation estimation method, which is based on the 
waveform correlation analysis of long-wavelength teleseismic waveform components. Since the revised method 
can be applied semi-automatically, we are able to exclude characteristics that are analyst-dependent, and get more 
stable results. The results of our present analysis are almost the same with those obtained in the previous work. We 
usually evaluate the sensor orientation using the principal axis azimuth of the P-wave particle motion. Based on the 
comparison with the results using long-wavelength waveform correlations, we show that the particle motion based 
method has large errors (> ±10°). We newly propose another approach to evaluate the change of sensor orientation 
before and after seismometer replacement based on the correlation analysis of ambient seismic noise. Although 
this method requires some additional information to reduce uncertainty, we show that it is effective in case of 
insufficient waveform recordings.
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1.  はじめに

3 成分地震観測における水平動 2 成分は，地震動

動径方向（radial）成分の合成や S 波偏向異方性解析

等に用いられる．通常の地震観測では，直交する水

平動 2 成分が南北および東西に向くように地震計を

設置するが，観測井孔底や海底に地震計が設置され

ている場合，最終的な設置方位を目視確認すること

が非常に困難なため，弾性波を用いた調査が行われ

ることが多い．佐藤・片山（1983）や加藤ほか（2001）
らは，地表と観測井孔底の両方に設置された地震計

で同時に記録された波形の相関解析から，地中地震

計の地表設置地震計に対する相対的な設置方位を推

定した．中野ほか（2012）は，紀伊半島沖に展開され

た地震・津波観測監視システム（DONET）における

海底地震計について，地上観測点との地震波形相関，

遠地地震の P 波初動の振動方向およびエアガンの振

動波形を用いて，設置方位の推定を試みた．その結

果，各解析方法による推定値は数度程度の範囲で安

定していたものの，無人探査機（ROV）によるカメラ

映像から推定した方位とは，最大 50º 近い差異があ

ることを明らかにし，弾性波を用いた確認の必要性

を示した．また，Grigoli et al.（2012）は，複数の観測
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（2003）の事例よりも解析対象の周期帯域をやや短周

期側に移行することにより，利用可能なデータ量の

増加とそれに伴う推定精度の向上を試みる．また，

最終的な設置方位の推定に最小自乗解析を導入する

ことにより，推定誤差の評価を行う．さらに，汐見

ほか（2003）の解析方法では，対象観測点数の増加に

伴って解析に使用する観測波形の目視確認作業にか

かる負担も増加する一方，解析担当者の主観による

波形の取捨選択の影響が避けられない．改定した解

析方法の適用にあたっては，処理の半自動化を進め

ることにより，作業の軽減化と解析結果の任意性の

排除に努める．なお，顕著な地震による観測波形を

用いる本解析方法では，特定の観測点および観測期

間に適当なデータが得られない場合がある．そのよ

うな観測点においても設置方位に関する概略情報を

得るため，近地地震の P 波初動の振動方向および雑

微動相関係数を用いた設置方位推定方法について紹

介するとともに，その推定精度について検討を行う．

2. データ

本解析では，汐見ほか（2003）同様，Hi-net 高感度

加速度計および F-net 広帯域地震計で得られた記録

をそれぞれ 2 回あるいは 1 回積分することにより得

られる変位波形を用いる．汐見ほか（2003）は，距離

100 km 以内に位置する F-net 観測点を参照すること

としたため，周期 100 ~ 200 s のバターワース型帯域

通過フィルタを適用し，相関解析を行った．しかし，

前述のとおり，周期約数十秒以上の帯域では長周期

帯域になるほど観測される地動ノイズレベルが高く

なる傾向にある．そこで，本解析では，変位記録に

対し周期 60 ~ 120 s のバターワース型帯域通過フィ

ルタを適用することとした．観測される地震動の長

周期成分は，主に S 波あるいは表面波であると考え

ると，それらの伝播速度は 3 km/s 程度であり，解析

周波数帯域に対応する波長は 180 ~ 360 km となる．

地震計設置方位を求めるためには，解析周波数帯域

で観測波形が高い相似性を示していることが必須で

ある．この条件を満たすため，相関解析を行う地震

計ペアの距離は，解析波長の約 1/4 である 50 km 以

下とした．

地震動の長周期成分の波形相関を用いて地中地

震計の設置方位を推定するため，まず，米国地質

調査所（USGS）の震源カタログから，2000 年 10 月

点で得られた地震記録の波形相関を線形逆問題とし

て解くことにより，観測井内の地震計や海底地震計

の設置方位を推定する方法を提案した．

防災科研では，地震に関する基盤的調査観測の

一環として，日本全国を対象とした高感度地震観

測網 Hi-net，広帯域地震観測網 F-net，基盤強震観

測網 KiK-net 等を展開・運用している．Hi-net およ

び KiK-net では，各観測施設において深さ 100 m 以

上の観測井を掘削し，その孔底に 3 成分高感度速度

計，3 成分強震計，水平動 2 成分高感度加速度計か

らなる地震計ユニットを設置して観測を行なってい

る（例えば，Okada et al.，2004）．地震計ユニットには，

観測井孔底の設置ケースのキーに合致するよう，方

位設定器が取り付けられており，観測井の底部に地

震計ユニットが達した際に地震計 N 成分が真北に向

くような工夫がなされている（Obara et al.，2005）．
しかし，地震計設置時のさまざまな問題により，必

ずしも水平 2 成分が正しい方位を向いていないこと

が報告されている（例えば，加藤ほか，2001；汐見

ほか，2003）．
一方，F-net 広帯域地震計は横坑再奥部に設置さ

れており，その設置方位はジャイロ等により詳細に

確認されている．汐見ほか（2003）は，Hi-net 地震計

ユニット内の高感度加速度計と F-net 広帯域地震計

で同時に得られた遠地地震波形の長周期成分の波形

相関解析から，Hi-net 地中地震計の絶対的な設置方

位を推定した．この際，方位推定の対象とする Hi-
net 観測点から 100 km 以内の F-net 観測点を基準と

し，両観測点で観測された遠地地震波形を変位波形

に変換した後，100 ~ 200 s の帯域通過フィルタを適

用した記録を用いた．しかし，一般に，この帯域に

おけるノイズレベルは，周期が長くなるほど高くな

る（Peterson，1993）．実際に，汐見ほか（2003）の方

法を適用する際，マグニチュード（M）が大きい地震

であっても多くの観測点で S/N の良好な観測波形が

得られない事例がある．このため，相関解析に使用

する観測波形を全て目視確認，取捨選択をする必要

が生じている．一方，汐見ほか（2009）は，やや短周

期である 50 ~ 100 s の帯域の観測記録の波形相関解

析により，Hi-net よりも観測点間隔が密な首都圏地

震観測網（MeSO-net）の設置方位を推定しているが，

解析に用いた波形は非常に安定したものであった．

以上の解析事例を踏まえ，本解析では，汐見ほか
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~ 2012 年 4 月に発生した震央距離 25º 以上 120º 以
下，マグニチュード（M）6.8 以上の地震 169 個を抽

出した．図 1 に解析に使用した地震の震央分布を示

す．相関解析には，IASP91 速度モデル（Kennett and 
Engdahl, 1991）から予測される直達 P 波到着時刻の

100 s 前あるいは震源時刻の遅い方から 60 分間の波

形を用いた．相関解析には，サンプリング間隔が

1 s となるようにデシメートした記録を用いた．

F-net 広帯域地震計記録は，F-net のウェッブサイ

ト（防災科学技術研究所，2001）に記載されている地

震計設置方位情報を元に，あらかじめ，南北（NS）
成分および東西（EW）成分波形を合成した．今後，

F-net 観測点等，地震計設置方位推定の基準として

用いる NS，EW 成分の波形を基準波形と称する．

また，設置方位情報が不明な観測点の水平動 2 成分

の波形については対象波形と称することとし，一方

を N 成分，N 成分に対し時計回りに 90º 回転してい

る成分を E 成分と呼ぶ．

基準波形は設置方位の基本となる波形データであ

る．必ず，目視により，地震計故障等に起因する異

常な波形が混入していないか確認することとした．

一方，対象波形については，解析の結果相関値が低

いものを排除することとし，目視確認は不要とした．

3. 波形相関による地中地震計設置方位推定方法

基準波形と対象波形の相互相関解析から，Hi-net
観測点の地中地震計 N 成分の絶対的な設置方位 θを
求める．ここで，設置方位 θは，真北を 0 とし時計

回りに増加する値として定義する．

設置方位が不明な Hi-net 観測点 i を考える．観測

点 i の 50 km 以内にある F-net 観測点 j で得られた遠

地地震 k の観測記録の NS 成分および EW 成分を，

それぞれ基準波形 Nj
k，Ej

k とする．一方，観測点 i
で得られた波形（対象波形）を 1 度刻みで反時計回り

に φ = –179º から φ = 180º まで回転させた波形を合

成し，基準波形との相互相関係数を求める．この相

互相関係数は成分ごとに求まる．本解析では両成分

の相関係数の平均値を求め，相関係数が最大値を示

す回転角 φij
k を求めた．この回転角は基準波形ごと

に得られるので，求まった複数の回転角に対し，

 (1)

を求め，最小自乗法により関数 Y=aX における a 値，

すなわち (xij
k, yij

k) の分布の傾きを求めた．この際，

相関係数が 0.9 以下となる記録は，最小自乗解析か

ら除外した．最小自乗解析においては，相関係数と

観測点間距離 dij [km] を重みとして用いた．観測点

i における地震計設置方位 θi（–180º<θi ≤ 180º）は，求

められた傾き a の逆正接関数 tan-1(a) により定義す

るが，正接関数は –90º および 90º で発散する性質を

有するため，対象観測点の N 成分が東方あるいは西

方を向いている場合，すなわち |θi| ~ 90º では，設置

方位を安定して求めることは難しい．そこで，推定

された設置方位が 75º < |θi| < 105º となった場合は，

同様の最小自乗解析により関数 X=bY における b 値

を求め，θi = 90 – tan-1(b) により設置方位を求めるこ

ととした．推定誤差は，最小自乗解析における標準

偏差値を元に，95 % の信頼区間で評価した．

以上の解析では，設置方位推定対象観測点から 50 
km 以内に F-net 観測点が存在する場合にのみ有効で

ある．50 km 以内に F-net 観測点が存在しない観測

点や採用された波形相関が 10 例未満の観測点につ

いては，汐見ほか（2003）同様，それまでの解析で設

置方位が推定された Hi-net 観測点を新たに基準観測

点に加えることにより，順々に設置方位を推定する

方法を採用した． 

図 1 解析に使用した遠地地震の分布

Fig. 1 Epicentral distribution of teleseismic 
events used in this study.
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4. 地中地震計設置方位推定結果

解析の一例として，図 2 に石川県・富来（N.TGIH）

観測点における推定例を示す．ここで示した観測波

形は，2008 年 5 月 12 日に発生した中国・四川省の

地震（汶川地震，M8.1）による変位記録であり，60~ 
120s の帯域通過フィルタを適用してある．図 2b に

示されるように，N.TGIH 観測点で得られる N およ

び E 成分の観測波形は，F-net 輪島（N.WJMF）観測

点の NS，EW 成分の観測波形とは一致しない．こ

のような事例について，対象波形を 1 度刻みで回

図 2 Hi-net 富来（N.TGIH）観測点における解析例．(a) N.TGIH および F-net 輪島（N.WJMF）観測点の位置．(b)2008 年中国・
四川省の地震（M8.1）による波形記録．N.TGIH および N.WJMF 観測点の記録をそれぞれ太線および細線で示す．(c)
N.TGIH および N.WJMF 観測点の記録をそれぞれ対象波形，基準波形とした場合の相関係数の変化．(d)N.TGIH 観
測点の設置方位を N151ºW とした場合の NS 成分および EW 成分の波形（太線）と N.WJMF 観測点の記録．

Fig. 2 Example for N.TGIH station. (a) Location map of N.TGIH and N.WJMF stations. (b) Observed waveforms of 2008 Eastern 
Sichuan earthquake (M8.1). Thick and thin lines denote waveforms observed at N.TGIH and N.WJMF stations, respectively. (c) 
Maximum cross-correlation coeffi cients between displacement waveforms observed at N.TGIH and N.WJMF. (d) NS and EW 
component waveforms at N.TGIH and N.WJMF. N.TGIH waveforms (thick line) are rotated 151º clockwise measured from 
north.
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図 3 本解析による N 成分設置方位推定結果と汐見ほか
（2003）の方法により推定された結果との比較

Fig. 3 Comparison with the sensor orientations estimated by 
this study and by the method of Shiomi et al. (2003).

転させつつ，基準波形との相関係数を計算したと

ころ，–151º で両者の相関係数が最大になった（図

2c）．N.TGIH 観測点の N 成分が N151ºW を向いてい

るとして，NS 成分および EW 成分を合成したとこ

ろ，図 2d に示すように，両者とも基準波形とほぼ

一致した．

本解析により求めた各観測点の設置方位情報を表

A1 にまとめる．地中地震計ユニットの引き上げ再

設置工事の実施に伴い地震計設置方位が変化しうる

ため，表 A1 は観測点ごと，設置期間ごとに記す．

期間欄が空欄になっている観測点では，観測点建設

後，地中地震計の再設置を一度も行っていない．右

端が空欄になっている観測点・期間は，F-net 観測

記録との波形相関により設置方位が推定されたこと

を，H と表示されている観測点・期間は，設置方位

推定済みの Hi-net 観測点の記録を基準波形として使

用したことを表す．

図 3 に，汐見ほか（2003）の方法により求められた

設置方位との比較を示す．本解析では，解析対象の

周期帯をやや短周期側にずらすとともに，処理の自

動化を進めたが，97 % 以上の観測点・期間におい

て両者の差異は 3º 以内に求まった．
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5. 議論

5.1　基準波形の違いと推定結果への影響

本解析では，基準波形として F-net 観測点で得ら

れた遠地地震記録の長周期成分を用いることを基本

とした．しかし，観測点配置によっては，方位推定

対象となる Hi-net 観測点から 50 km 以内に F-net 観
測点が存在しない場合がある．また，50 km 以内に

F-net 観測点が存在する場合であっても，観測期間

によっては，十分な S/N を有する観測記録が必要数

得られていない場合もある．このような観測点につ

いては，F-net 観測点との波形相関解析により設置

方位が推定された Hi-net 観測点を新たに基準観測点

として採用し，Hi-net 観測点同士の波形相関から設

置方位を推定した．本項では，F-net 観測点による

基準波形が十分に存在せず，近傍の Hi-net 観測点の

記録を基準波形とする場合の推定結果への影響につ

いて，比較検討する．

ここでは，当初は F-net 観測点が未整備であった

ために，F-net 観測記録との相関解析が行えなかっ

たものの，現在は観測施設が整備されたことにより，

直接的に相関解析が行えるようになった 14 観測施

設を対象に，当該 F-net 観測点が建設されなかった

状況を仮定して，2012 年 4 月現在の設置方位を推定

した．結果を表 1 に示す．両者の結果は誤差の範囲

内で一致しており，Hi-net 観測記録を基準波形とす

る場合でも，良好な推定精度を有していることがわ

かる．なお，表 1 における推定誤差は，Hi-net を基

準観測点として採用した方が小さくなっている．こ

れは，Hi-net 同士の波形相関の方が観測点の組を生

成しやすく，相関解析の事例が多数得られる事に起

因している．

5.2　波形相関解析が適用できない観測点の設置方位

5.2.1  直達 P 波の振動方向

前項までに適用した地震計設置方位推定方法は遠

地地震の波形記録を用いている．この方法を採用す

るためには，観測期間中に一定規模以上の地震が適

切な震央距離範囲内で発生し，十分な S/N をもっ

て観測されることが必須である．しかし，観測点の

周囲の環境や遠地地震発生頻度等の原因により，観

測期間内に正常な観測波形を得ることが出来ない場

合がある．地震動長周期成分の波形相関により設置

方位が推定出来なかった観測点・期間について，表

A1 に網掛けで表示した．また，旧関東・東海地殻

活動観測網における一部の観測施設や「糸魚川－静

岡構造線断層帯における重点的な調査観測」で整備

された観測点（文部科学省研究開発局ほか，2010）な
ど，高感度加速度計が併設されていない観測点では，

同様な波形相関に基づく解析を実施することは困難

である．

一方，近地地震の直達 P 波の振動方向と地震波到

来方向の差分から設置方位を概略推定する方法があ

る．この方法は他に特別なセンサーを使用しないた

め，地震計の設置方位の概略を比較的容易に推定す

ることが出来る．しかし，直達 P 波の振動方向は局

所的な地下構造の影響を受けやすいと考えられてい

る（例えば，汐見ほか，2003；2009）．ここでは，地

震動長周期成分を用いて地震計設置方位が推定され

た Hi-net 観測点に対して，直達 P 波の振動方向から

設置方位を推定し，両者の差分の分布状況や推定精

度について議論を行う．また，高感度加速度計が併

設されていない観測点について，本方法を用いて地

表 1 基準観測点の違いによる設置方位推定結果の比較

Table 1 Comparison of sensor orientations estimated by using 
F-net and Hi-net stations as standard stations.

Station
Period

Sensor Orientation Standard 
Station

(Start Date)Hi-net F-net
N.HIKH

02/06/09~
-99±0.1 -99±0.9

N.NSKF
(01/04/21)

N.SINH
00/11/30~

-3±0.0 -4±1.6
N.OKWF

(05/06/09)
N.MYJH

09/02/10~
-5±0.2 -5±3.5

N.SIBF
(02/01/25)N.NSMH

02/04/21~
-2±0.1 -2±1.0

N.KNZH
03/10/10~

0±0.6 0±1.6
N.SRNF

(02/11/14)N.SRWH
03/05/27~

0±0.1 -1±1.0

N.KKIH
02/04/12~

-1±0.1 -1±1.0

N.STMF
(03/01/31)

N.NGSH
04/12/19~

-1±3.0 0±1.2

N.SBSH
02/05/28~

119±0.1 119±0.9

N.TKKH
07/02/25~

2±0.2 2±1.2

N.AMZH
02/06/02~

35±0.5 35±1.1

N.WJMF
(03/12/19)

N.TGIH
06/03/31~

-150±1.3 -151±1.2

N.UCUH
06/03/28~

-1±0.4 -1±1.5

N.YGDH
02/06/04~

-151±0.5 -152±3.4
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震計設置方位を推定することにより，情報の補完を

試みる．

直達 P 波の振動方向を評価するための近地地震記

録は，以下の基準で抽出した．

(1) 震源深さ：200 km 以浅

(2) マグニチュード：2.0 以上

(3) P 波振幅の S/N：10 以上

(4) 震央距離：30 km 以上

条件 (1) ~ (3) は，水平動成分で十分明瞭な振動の記

録を得るためのものであり，震源決定誤差による地

震波到来方向推定への影響を避けるため，条件 (4)
を付与した．

P 波の振動方向に基づく設置方位推定例を図 4 に

示す．また，地震動長周期成分による設置方位推定

結果（表 A1）と直達 P 波の振動方向により得られた

方位推定結果の比較を図 5 に示す．図 2 に示した

N.TGIH 観測点（2006 年 3 月 31 日の再設置工事以降）

については，図 4a に示すように，P 波振動方向か

ら推定される設置方位がほぼ一定の方位に集中して

おり，その平均は N147ºW と求まった．大半の観測

点では，図 4a 同様，P 波の振動方向と地震波到来

方向との角度差は一定の方位に集中する傾向が見ら

れたが，一部の観測点においては，推定方位にばら

つきが見られた（図 4b ~ d）．図 4b に示した北海道・

平取西（N.BRWH）観測点では，地震動長周期成分の

相関解析から，その設置方位が 0º と推定されてお

り（表 A1），P 波初動から求められた方位（N11ºE）と
は反時計回りに 10º 以上の差がある．平取西観測点

を含む日高地方西部の観測点では，汐見ほか（2003）
にも報告されているとおり，同等の設置方位推定の

差分が系統的に見られることから，このばらつきは

観測点下の構造の影響によるものと推察される．

一方，図 4c に示した茨城県・高萩（N.THGH）観測

点や図 4d の北海道・古平（N.FBRH）観測点では，地

震ごとに求められた角度差が安定しておらず，得ら

れた平均値も表 A1 の結果から大きく乖離している

（図 5）．回収した地震計の調査から，N.THGH 観測

点では，観測開始から 2003 年 8 月 6 日まで，高感

度速度計の N 成分と E 成分が同じ方向を向いてい

たことが明らかになっており，図 4c に示されたば

らつきは震央位置の分布を反映している．また，波

形データの詳細な確認の結果，N.FBRH 観測点では，

2008 年 7 月 28 日以降，高感度速度計の N 成分と E

成分が逆に接続されている可能性が高く，高感度加

速度計記録を用いた相関解析から，E 成分は N5ºE，
N 成分は N95ºE を向いていると考えられる．

図 4e に示した山口県・長門（N.NGTH）観測点およ

び図 4f の福岡県・嘉穂（N.KAHH）観測点においては，

非常に安定した推定結果が得られている．しかし，

P 波の振動方向から推定した結果と地震動長周期成

分の相関解析から推定した設置方位を比較すると，

両者に約 90º の差異があることが分かる（図 5）．こ

れらの観測点においても，回収した地震計を確認す

ることにより，2004 年 4 月から 2005 年 4 月までの

間，高感度速度計 N 成分は，高感度加速度計 N 成

分に対して時計回りに 90º 回転して構成されていた

ことが明らかになっており，本解析の結果は，この

図 4 近地地震の P 波の振動方向から推定した高感度速

度計の設置方位．地震ごとに求められた角度差を

ローズダイアグラムで，平均として求めた設置方

位を赤矢印で示す．

Fig. 4 Sensor orientation estimated by P-wave particle motion. 
Rose diagrams and red arrows show distribution of 
estimated orientation by each earthquake and average 
direction, respectively.
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事実と一致する．表 A1 における両観測点の結果は，

この点を踏まえ，両観測点・期間については，推定

された高感度加速度計設置方位を時計回りに 90º 回
転した角度を示した．

図 5 に示した結果は，前述の条件を満たす P 波振

動方向の事例が 10 例以上得られた観測点・期間を

対象として示した．両手法による設置方位角の相関

係数は 0.82，角度差の平均は –0.9º，標準偏差は 5.9
であった．以上から，P 波振動方向から推定した設

置方位は，概ね 10 ~ 20º（± 5 ~ 10º）程度の推定誤差

を抱えており，参考情報程度には使用できるが，厳

密な解析をする際には，より詳細な方法で設置方位

を調査する方が好ましい．

地震動長周期成分の波形相関により設置方位が

推定出来なかった観測点・期間のうち，P 波振動方

向から設置方位を概略推定した神奈川県・山北南

（N.YKSH）観測点について，表A1に網掛けして示す．

また，「糸魚川－静岡構造線断層帯における 重点的

な調査観測」で整備された簡易型高感度地震観測施

設および関東・東海地殻活動観測施設として整備

された観測点における推定結果を，それぞれ表 A2，
表 A3 に示す．

5.2.2  雑微動相関係数による設置方位推定

表 A1 では，これまでの方法で設置方位が推定出

来ていない観測点・期間が存在する．地震計の設置

期間が数か月程度以下の場合，その間に地震計設置

方位推定に有効な地震波が得られない可能性が高

い．近年，定常地震観測点で観測される雑微動の

相関係数が観測点近傍の地下構造を直接的に反映

していることが明らかになってきた（例えば，Sens-
Schönfelder and Wegler, 2006）．このことは，逆に，

地下構造が不変かつ同じ場所で観測を継続した場

合，雑微動の相関係数も不変であることを意味する．

設置期間が短期間であっても，地震計が正常に作動

している限り，雑微動のデータを収録することは可

能である．ここでは，この特徴を利用し，Hi-net 地
中地震計ユニットの再設置工事前後での設置方位変

化の検出の可能性について確認する．

再設置工事前の N 成分および E 成分の波形をそ

れぞれ nb(t)，eb(t) とし，再設置後の N 成分および E
成分の波形を na(t)，ea(t) とする．再設置工事により，

地震計が時計回りに α回転したとすると，

 (2)

の関係がある．再設置前の N 成分の自己相関係数

An
b(τ) を，

 (3)

で定義すると，式 (2) および式 (3) から，

 (4)

が得られる．ここで，An
a(τ)，Ae

a(τ) は，それぞれ

再設置後の N 成分および E 成分の自己相関係数，

Cne
a(τ)，Cen

a(τ) は両成分の相互相関係数を表してお

り，Cne
a(τ) = Cen

a(–τ) である．また，雑微動の RMS
振幅は，水平 2 成分とも同程度と仮定している．同

様に，再設置前の E 成分の自己相関係数 Ae
b(τ) は

 (5)

となる．すなわち，再設置前水平動 2 成分で得られ

た雑微動の自己相関係数は，再設置後の水平動 2 成

分の自己相関係数および相互相関係数により規定す
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図 5 地震動長周期成分の波形相関から推定した

地震計設置方位と P 波振動方向から推定し

た設置方位の比較

Fig. 5 Comparison of sensor orientations estimated 
by long-period waveform correlation and by 
P-wave particle motion.
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ることが出来る．したがって，これらの雑微動観測

波形を用い，最適な αを逐次探索することにより，

設置前後での地震計の回転角を求めることが可能と

なる．ただし，回転角に関連する三角関数は自乗な

いし積の形で使用されている．これらは周期 180º
で変化する周期関数であることから，本方法で推定

される設置方位には，180º 異なる 2 通りの解を有し

ている．

一例として，Hi-net 地中地震計の再設置工事前後

で大きく設置方位が変化した N.TGIH 観測点およ

び高知県・池川（N.IKKH）観測点について，雑微動

の相関係数から設置方位角の変化を求めた．なお，

N.TGIH 観測点は，地中加速度計等の故障修理のた

め，N.IKKH 観測点は地震計設置方位修正のために，

地震計の引き上げ再設置を行った観測点であり，再

設置工事直前に高感度速度計の不具合は確認されて

いない．

解析には，再設置工事前後 1 カ月間の雑微動記録

を用いた．まず，高感度速度計による観測波形を 20 
Hz サンプリングに変換した後，0.5 Hz から 2 Hz の

バターワース型帯域通過フィルタを適用した．さら

に，地震波等の混入による影響を除去するため，波

形の 1 ビット化を行った．その後，204.8 s（4,096 サ

ンプル）のウィンドウごとに相関係数を計算した．

ウィンドウは 102.4 s ごとにずらしながら計算を繰

り返した．得られた相関係数を再設置工事前後の期

間でそれぞれスタックし，最終的な自己相関係数お

よび相互相関係数とした．このようにして得られた

再設置後の相関係数に対し，αを 1º ずつ変化させな

がら式 (4) および式 (5) を適用し，再設置前の自己

相関係数との比較を行った．この際，経過時間 0 s
付近の大きな相関係数による影響を避けるため，経

過時間 10 ~ 20 s の相関係数を評価の対象とした．

図 6 に N.TGIH 観測点，図 7 に N.IKKH 観測点に

おける自己相関係数およびグリッドサーチの結果

を示す．N.TGIH 観測点については，2006 年 3 月

の再設置工事により，N 成分の方位は N57ºE から

N151ºW に変化しており（表 A1），設置前後で時計回

りに 152º 回転した．雑微動から求められた回転角

も 152º となっており（図 6b），両者は一致した．一方，

N.IKKH 観測点については，2002 年 6 月の再設置工

事の前の方位 N87ºW から工事後に N1ºW となって

おり，時計回りに 86º 回転したことが期待されるが，

雑微動相関係数からは，時計回りに 72º あるいは反

時計回りに 108º 回転したと推定されており，両者

は一致しない．N.IKKH 観測点における工事は，観

測点建設時に地中地震計ユニットが観測井の孔底に

到達していなかった可能性があるための再設置作業

であり，地震計設置深度が工事前後で変化した可能

性がある．実際，再設置作業とは無関係なはずの上

下動成分の自己相関係数における位相到来時刻が，

工事前後でわずかに変化している（図 7a）．
次に，実際に観測点設置方位が未決定となってい

る観測点・期間に本方法を適用してみる．鹿児島県・

郡山（N.KORH）観測点では，地中地震計故障修理を

目的とし，2010 年 1 月 17 日ごろに地震計改修工事

を実施した．しかし，再設置後の地震計の上下動成

図 6 富来（N.TGIH）観測点における雑微動相関係数を

用いた設置方位変化推定の例．(a) 再設置工事前

後の観測記録による自己相関係数をそれぞれ青

線，黒線で示す．また，赤線は，再設置工事後

の相関係数について，式 (4) および (5) に α=152º
を適用することにより求めた．設置方位変化推

定に使用した時間枠を白抜きで示す．上段から

順に，N 成分，E 成分，上下動成分を表す．(b) 
回転角 αに対して計算により求まる相関係数と

再設置工事前の雑微動相関係数の相関値の変化．

Fig. 6 Example of station orientation change at the N.TGIH 
station. (a) Auto-correlation coefficients (ACCs) of 
ambient noises. Blue and black lines denote ACCs 
estimated for before and after the sensor replacement, 
respectively. Red lines indicate calculated ACCs 
using eqs. (4) and (5), where α=152º is used. Shaded 
time windows are not used for ACC rotation analysis. 
(b) Correlation coeffi cients between observed ACCs 
before sensor replacement and calculated ACCs. 
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分の固有周期やダンピング特性に異常が見られたた

め，設置から 6 日後の 1 月 22 日に，再度，地震計

を引き上げた．このため，この設置期間中は，顕著

な地震記録を得ることが出来ていない．この期間中

について，雑微動の相関係数から設置方位推定を試

みた．図 8 に結果を示す．再設置工事前の相関係数

は，地震計故障発生前の 2008 年 12 月の雑微動デー

タより求めた．また，地震計再設置直後は地震計の

動作確認のための信号等が混入するため，設置から

2 日後となる 2010 年 1 月 19 日から地震計を再回収

する 22 日までの 4 日弱のデータを再設置後の相関

係数を推定するために用いた．図 8（a）に示す自己

相関係数は，各成分とも工事前後の期間でよく一致

しており，最適な回転角も時計回りに 176º（あるい

は，反時計回りに 4º）と求まった（図 8b）．工事前の

地震計 N 成分の設置方位は，表 A1 から N2ºW と推

定されていることから，工事後は，N174ºE もしく

は N6ºW を向いていると考えられる．設置方位推定

結果の任意性を除去するため，再設置後の 6 日間に

N.KORH 観測点の近傍で発生した地震について，観

測波形の確認を行った．一例として，図 8c および d

に 2010 年 1 月 19 日 10 時 45 分ごろに発生した天草

諸島西方沖を震源とする M3.1 の地震（深さ 10 km）

の観測波形および P 波の粒子軌跡をそれぞれ示す．

N.KORH 観測点に対し，震央はおおよそ N50ºW の

方向に位置する．これに対し，図 8c から P 波初動

の上下動成分は上（Up）の極性を示していること，図

8d から，水平動成分は南東方向に振動しているこ

とが分かる．この振動特性を満足させることが出来

る設置方位は，前述の 2 方位のうち，N6ºW である

と判断できる．本観測点では，高感度速度計上下動

成分地震計の最調整を行った後，2010 年 2 月 14 日

に，再度地震計を設置した．2010 年 2 月以降の設置

図 7 池川（N.IKKH）観測点における雑微動相関係数

を用いた設置方位変化推定の例．(a) および (b)
の表記については，図 6 に同じ．ただし，上下

動成分自己相関係数について，太枠内を拡大し

て示した．

Fig. 7 Example of station orientation change at the 
N.IKKH station. Notations of (a) and (b) are the 
same as Fig.6. For the UD component ACC, lag 
time from 20s to 25s show in the zoom window.

図 8 郡山（N.KORH）観測点における雑微動相関解析

を用いた設置方位変化推定結果．(a) および (b)
の表記については，図 6 と同じ．(c) 天草諸島

西方沖で発生した M3.1 の地震による N.KORH
観測点での観測波形．(d) P 波部分の粒子軌跡．

表示時間幅は (c) に網掛けで示した．星印は，

震央方位を表す．

Fig. 8 Result of station orientation change at the N.KORH 
station. Notations of (a) and (b) are the same 
as Fig.6. (c) Observed waveforms recorded at 
station N.KORH for an earthquake with M3.1. 
The epicentral distance is about 66 km. (d) P-wave 
particle motion. Time window are shown as gray 
shaded in (c). Red star indicates the direction of 
epicenter.

~2002/05/29
2002/06/04~
Calculated
      (α=72°)

N.IKKHa)

AN

AE

5 10 15 20 25

AZ

Lapse Time [s]
b)

20 25

0.4

0.6

0.8

1.0

0° 45° 90° 135° 180°

72°

Rotation Angle

C
or

. C
oe

f.

2008/12/01
~2008/12/31
2010/01/19
~2010/01/22
Calculated

(α=176°)

N.KORHa)

AN

AE

5 10 15 20 25

AZ

Lapse Time [s]
b)

c)

0.0

0.5

1.0

0 45 90 135 180
Rotation Angle

C
or

. C
oe

f.

-5
0
5 Z

-5
0
5 N

V
el

.[μ
m

/s
]

-5
0
5

0 1 2 3 4

E

Time[s]

176°

d)



防災科学技術研究所研究報告　第 80 号　2013 年 3 月

－10－

方位は N7ºW と推定されており（表 A1），本推定結

果が妥当であることが示唆される．なお，2010 年 1
月に設置した後の高感度速度計上下動成分には特性

の不具合が確認されているが，相関解析に先立つ 1
ビット化処理により，地震計の特性異常の影響が軽

減されたと考えられる．

以上から，雑微動の相関解析を行うことにより，

Hi-net 観測点の再設置工事に伴う地震計設置方位の

変化を検出することが可能である．ただし，180º 異
なる 2 方向の任意性が残るため，P 波初動の振動方

向等による情報の補完が必要である．また，地震計

ユニットが着底していない場合など，再設置工事前

後で観測深度が異なる場合は，本方法は適用できな

いため，再設置前後で不変であるはずの上下動成分

の自己相関係数を確認することが必要である．

6. まとめ

本稿では，汐見ほか（2003）よりもやや短周期であ

る周期 60 ~ 120s の帯域の観測波形を用いて Hi-net
に併設されている高感度加速度計と F-net の広帯域

地震計記録の相関解析を行うことにより，Hi-net の
地中地震計ユニットの設置方位情報を推定するとと

もに，推定誤差の評価を行った．本解析で用いた方

法は，基準波形の目視確認の部分を除いて，すべて

計算機が判断，処理することが可能であり，今後の

設置方位情報の更新作業の簡素化が見込まれるとと

もに，結果の任意性が低減されることが期待される．

また，本方法で設置方位が推定出来ない観測点・

期間において，直達 P 波の振動方向を用いて設置方

位を推定する方法の精度について検討を行った．そ

の結果，直達 P 波による方法は観測点直下の構造の

影響等により，±10º 以上の推定誤差を有する可能性

があることを示した．また，雑微動の相関係数の変

化から，地震計設置方位の変化を推定する方法を新

規に提案した．この方法は 180º の任意性を有する

ほか，設置深度の変化に過敏に反応するが，近地地

震の観測例を加味することにより，安定した結果を

得ることが可能である．

防災科研 Hi-net 地中地震計の設置方位に関する情

報は，再設置工事の実施の都度，更新する必要があ

る．本情報は，今後も，防災科研 Hi-net のウェッブ

サイト（http://www.hinet.bosai.go.jp）より配信を継続

する予定である．
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表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms.
Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)

N.AC2H -4 1.6 43  N.CHZH 2 4.7 20 ~02/06/06
 ~70/60/20 590.13  422 3.0 6 HMGA.N

N.AGWH 3 1.5 55 ~08/08/12 N.CRNH -1 1.3 46 ~04/03/18
 ~91/30/40 677.04- ~31/80/80 34 9.1 3

N.AHIH 0 0.8 103  N.CTSH -1 0.7 121  
N.AIOH 2 6.4 14 ~01/10/31 N.CZEH 2 0.8 102 ~11/10/31

H ~10/11/11 812.3141/50/40~10/11/10 72 3.3 2
2 1.1 83 04/05/15~11/12/01 N.DGOH -3 1.1 105  
1 0.9 66 11/12/02~ H N.DMOH -10 0.1 707  H

N.AIRH -6 3.6 24 ~04/04/09 N.DWAH 2 0.4 126 ~01/11/28 H
H ~92/11/10 89210.01 ~01/40/40 95 4.1 7-

N.AJSH 5 1.5 45  N.EBTH 3 2.4 39  
N.AKIH -6 1.2 70 ~11/01/19 N.EDSH 2 6.0 14  

-3 6.1 14 11/01/20~ N.EIHH 0 1.3 72 ~09/12/10
 ~11/21/90 131.3110/80/70~ 04 7.2 6- HNKA.N

-4 2.0 54 07/08/02~ N.ENZH -5 0.5 149  
N.AKSH 0 0.1 837  H N.FBRH 5 0.2 291 ~08/07/27 H

H ~82/70/80 6423.0581/10/80~ 02 4.4 3- HWKA.N
-29 2.1 41 08/01/19~ N.FCHH 67 0.1 771 ~08/03/28 H

H91/40/01~92/30/80 2813.041-  501 6.0 3- HAMA.N
H ~02/40/01 4851.0471  86 6.1 1- HNMA.N

N.AMZH 35 0.7 107 ~02/06/01 H N.FGNH 7 0.1 668  H
35 1.1 97 02/06/02~ N.FGSH -106 0.1 826  H

N.ANIH 0 1.0 95 ~09/08/19 N.FGTH -2 0.1 1174  H
-2 2.8 36 09/08/20~ N.FJ2H -2 0.3 189  

N.ANJH 8 0.6 113  N.FJEH 2 0.4 218  
N.ANNH -3 0.6 102  N.FJIH -3 5.3 21 ~02/04/09

 ~01/40/20 8010.13-80/70/01~ 96 1.1 2 HSNA.N
N.ANSH 2 1.7 47 10/07/09~ N.FJOH -3 1.1 96  
N.AOMH -1 1.6 47  N.FKCH 3 2.7 30 ~04/04/25
N.ARIH 3 0.0 1672  H 4 0.8 95 04/04/26~ 
N.ARKH 1 1.2 86 ~11/09/04 N.FKRH -1 0.9 115  

5 1.0 56 11/09/05~ H N.FKSH -3 0.1 762 ~06/12/03 H
N.ASAH 2 0.0 1086  H 8 0.2 222 06/12/04~08/03/06 H

H ~70/30/80 6661.0101/60/90~ 34 5.1 1 HBSA.N
1 2.5 25 09/06/11~ N.FKUH 0 0.3 305 ~09/10/26 H

H ~72/01/90 8017.01-  931 6.0 1- HGSA.N
N.ASHH -3 1 111  N.FMIH 2 0.8 139  
N.ASKH -77 4.9 13 ~02/05/22 N.FRKH 2 0 1730  H

-42 0.3 213 02/05/23~ N.FRNH 3 0.1 816  H
N.ASNH -2 0.6 112  N.FSTH -2 0.6 129  
N.ASRH 5 0.0 1943  H N.FSWH 0 0.8 130  
N.ASSH 1 0.7 113  N.FUTH -55 0.3 174 ~09/07/15 H

H ~61/70/90 7422.06-  401 1.1 1 HUSA.N
N.ASVH 0 0.3 234  N.GEIH -5 0.1 1054 ~08/12/23 H
N.ATDH 38 0.0 1255  H -2 0.1 597 08/12/24~ H
N.ATGH -2 0.9 90 ~12/03/03 N.GENH 47 0.5 128  

-8 1.4 40 12/03/04~ H N.GHKH 0 0.4 173  
N.ATKH -5 1.5 43 ~05/05/30 N.GJOH 1 0.9 128  

-4 1.1 61 05/05/31~ N.GKSH 156 2.9 34 ~02/05/13
N.ATMH 179 0.1 390 ~06/04/17 H 42 0.4 216 02/05/14~ 

2 0.1 894 06/04/18~ H N.GNOH -3 0.6 126  
N.AWNH 0 0.8 123  N.GOTH -39 0.4 136 ~02/03/17 H

H ~81/30/20 81011.05-  421 5.0 3 HEYA.N
N.AYKH 4 0.1 1101  H N.GR2H 0 1.7 67  
N.AYWH 2 1.2 59  N.GSIH -1 0.5 166  
N.BEEH -1 0.1 671  H N.GZNH -3 0.4 203  
N.BEWH -5 0.4 114 ~03/08/21 H N.HA2H -14 0.2 235  H

-5 0.1 554 03/08/22~ H N.HAGH 8 1.6 67 ~09/09/13
 ~41/90/90 938.21-  132 3.0 2 HEFB.N

N.BFNH 3 0.7 143  N.HAZH -4 0.1 653 ~07/08/29 H
H ~03/80/70 2881.02  141 6.0 3- HWFB.N

N.BHRH 3 0.7 122  N.HBAH -2 0.1 979  H
N.BKEH -3 0.1 825  H N.HBTH 2 0.8 125 ~11/07/18
N.BKWH -4 0.0 1260  H 3 9.3 11 11/07/19~ 
N.BREH 1 1.0 109  N.HDAH -1 0.6 144  
N.BRWH 0 0.9 111  N.HDKH 9 0.7 92  
N.BSEH 0 0.9 126  N.HGAH -3 0.7 100 ~08/02/07

 ~80/20/80 7017.02-  68 2.1 2- HOTB.N
N.BZNH 0 1.4 72 ~09/01/16 N.HGIH -3 0.8 113  

1 2.4 43 09/01/17~ N.HH2H 3 1.0 95  
N.CBAH 1 0.1 554  H N.HHEH -5 0.1 471  H
N.CCNH 1 0.7 120  N.HHIH 1 0.0 1448  H
N.CH2H -2 0.1 337  H N.HHNH -4 0.4 169  
N.CHKH 0 0.2 300 ~03/08/03 H N.HIKH -128 2.0 30 ~00/11/25 H

-1 1.6 36 03/08/04~03/11/10 H -150 0.4 156 00/11/26~02/06/08 H
0 0.1 1028 03/11/11~ H -99 0.9 115 02/06/09~ 

N.CHNH -4 0.9 125  N.HIMH 135 0.4 172 ~02/05/09 H
N.CHSH 2 0.5 186  H 135 0.1 415 02/05/10~07/06/30 H

H ~10/70/70 8732.04 
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表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位　（つづき）

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms. (continued)
Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)

N.HINH -1 3.1 21 ~03/09/30 N.IICH 106 0.9 78 ~04/11/21
60/30/21~22/11/40 5714.01- ~10/01/30 68 8.0 2-

N.HIRH -4 0.7 68 ~01/11/13 H -2 1.9 28 12/03/07~ H
-6 2.0 47 01/11/14~08/12/19 N.IIDH 1 0.8 83  
-3 1.8 34 08/12/20~ H N.IKIH 3 0.1 679 ~06/11/11 H

H82/11/11~21/11/60 1361.01-  021 7.0 2- HSIH.N
H ~92/11/11 053.10  921 8.0 1- HYIH.N

N.HKBH -76 0.8 130  N.IKKH -87 0.4 165 ~02/06/01 H
71/30/90~20/60/20 262.11-21/40/20~ 13 1.3 5- HSKH.N

 ~81/30/90 970.12 ~31/40/20 222 4.0 5-
N.HKTH -1 1.5 55 ~07/10/25 N.IKNH -2 5.5 19 ~03/09/06

 ~70/90/30 5010.11- ~62/01/70 55 5.1 1-
N.HKWH 5 0.6 156  N.IKSH -3 0.0 1287  H
N.HMAH 0 0.7 129  N.IKTH -2 0.1 693  H
N.HMMH -5 2.9 28  N.IKWH -2 0.4 167  
N.HMNH 27 0.1 528 ~11/06/01 H N.IMIH -129 0.5 152 ~02/05/11 H

1 0.5 120 11/06/02~ H -115 0.1 949 02/05/12~ H
N.HMSH 1 0.8 78 ~11/05/29 N.IMRH -7 0.3 209  

-25 4.8 13 11/05/30~ N.INAH -8 0.0 1376  H
N.HMTH -1 0.6 121  N.INEH 0 0.9 122  
N.HNBH 3 0.7 138  N.INHH 0 1.0 111  
N.HNKH -4 0.1 610  H N.INMH -1 0.4 207 ~11/12/18

H ~91/21/11 636.11  811 8.0 1 HONH.N
N.HNRH -3 0.1 1158  H N.INOH -5 1.3 69  
N.HNSH 147 3.2 22 ~02/06/04 N.INSH 8 2.0 41 ~06/07/13

 ~41/70/60 671.12 ~50/60/20 311 6.0 4-
N.HNZH 4 0.3 253  N.INWH -5 0.1 996 ~08/07/12 H

H ~31/70/80 2061.04  401 0.1 2- HBOH.N
N.HOCH -4 0.1 731 ~11/08/02 H N.ISGH -3 2.2 50 ~09/08/30

-2 0.8 77 11/08/03~ H -48 3.0 37 09/08/31~ 
N.HOFH 2 0.0 1353  H N.ISSH 5 1.1 46 ~08/10/24 H

 ~52/01/80 120.45  69 9.0 0 HJOH.N
N.HONH -1 0.0 1379  H N.ITDH 3 0.9 98  
N.HOSH -1 0.2 471  H N.ITHH 179 1.4 77  
N.HOTH -11 0.0 1512  H N.ITOH 13 2.2 49  
N.HOUH -2 0.9 88 ~07/09/08 N.IW2H 0 0.2 198  H

-3 0.6 123 07/09/09~ N.IWAH -7 4.9 15 ~00/11/24 H
H ~52/11/00 89310.04-  19 7.0 3 HDRH.N

N.HRKH -3 0.9 99 ~07/09/28 N.IWEH -6 1.0 97  
4 0.7 113 07/09/29~ N.IWKH -4 0.8 92  H

N.HRSH -1 1.2 52 ~08/02/21 N.IWNH 1 0.7 137  
-7 1.2 50 08/02/22~ N.IWSH 0 1.2 91  

N.HRTH -5 1.2 64  N.IWTH -133 5.2 13 ~08/03/18
 ~91/30/80 611.498-  821 8.0 2- HYRH.N

N.HSEH 2 1.0 111  N.IWWH -2 0.3 263  
N.HSFH -47 4.7 22 ~02/04/08 N.IWZH 0 0.3 211  

0 1.4 73 02/04/09~ N.IZMH -3 0.9 117  
N.HSKH 2 0.5 159  N.IZSH -1 1.9 46 ~07/07/16

 ~71/70/70 072.1172/11/70~ 86 1.1 3 HMSH.N
0 1.4 52 07/11/28~ N.IZUH -1 0.9 106  

N.HSNH 33 0.2 296  H N.JHKH -1 0.9 92  
N.HT2H -8 8.5 12  N.JIZH -4 1.9 58  
N.HTAH -5 0.3 257  N.JNSH -4 0.3 234  
N.HTBH 0 0.8 90 ~08/09/19 N.JUOH -1 0.8 108  

-3 1.5 49 08/09/20~ N.KACH -7 1.0 112  
N.HTKH 0 0.1 904  H N.KADH -2 0.3 215  
N.HWSH 4 2.3 31 ~01/11/14 N.KAHH -2 1.6 40 ~04/04/17

5 1.9 37 01/11/15~03/10/24 87 5.5 12 04/04/18~05/04/21
 ~22/40/50 279.02- ~52/01/30 091 4.0 2

N.HYGH 2 0.2 292 ~04/12/08 H N.KAIH 3 0.2 367  H
4 0.1 825 04/12/09~11/02/21 H N.KAKH -1 0.1 707  H

68 0.3 166 11/02/22~ H N.KAMH -6 0.7 113 ~11/12/04
H ~50/21/11 069.073  852 3.0 8- HKYH.N

N.HYMH -5 0.2 327  H N.KANH 0 0.8 112  
N.HYNH -1 0.4 218  N.KASH -3 1.0 109  
N.HYOH -2 0.7 87 ~07/07/29 N.KAWH -2 0.9 57 ~01/10/27 H

H10/21/10~82/01/10 025.21-72/11/01~03/70/70 24 5.1 0
71/90/70~20/21/10 344.14- ~82/11/01 13 1.2 1-

N.HYSH 1 0.2 343 ~04/05/22 H 8 1.3 44 07/09/18~ 
3 0.0 1075 04/05/23~ H N.KAYH -1 1.0 113  

N.IAMH -3 0.1 339 ~07/07/09 H N.KDIH -5 0.9 107  
-3 0.1 466 07/07/10~ H N.KF2H -3 0.5 142  

N.ICEH -3 0.9 75 ~09/03/24 N.KG3H -32 7.1 16  
0 1.6 40 09/03/25~ N.KGIH 0 1.0 76 ~07/09/12

N.ICWH 3 0.0 1223 ~09/10/21 H 13 0.6 126 07/09/13~ 
173 0.2 222 09/10/22~ H N.KGRH 1 1.1 92  

N.IGWH -1 0.1 698  H N.KGSH 2 0.0 1618  H
N.IHEH -4 0.7 118  N.KHEH 2 1.0 114  

H  95410.03- HKHK.N 
N.KHOH 0 0.4 216  
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表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位　（つづき）

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms. (continued)
Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)

N.KHUH -7 0.5 187  N.KSBH 3 0.1 749 ~07/10/21 H
H ~22/01/70 6471.0330/60/01~ 85 8.1 6 HYHK.N

-7 6.6 16 10/06/04~ N.KSGH -1 2.6 37 ~06/04/13
 ~41/40/60 972.15  311 9.0 4 HDIK.N

N.KIGH -1 4.3 21 ~02/04/06 N.KSIH -4 0.7 111  
1 0.9 103 02/04/07~ N.KSMH 0 0.6 118  

N.KIKH 0 9.5 11 ~01/11/21 N.KSOH -3 0.6 137  
-2 6.6 16 01/11/22~03/09/01 N.KT2H 2 0.2 229  H
-2 1.0 102 03/09/02~ N.KTDH 1 0.4 190 ~10/10/24

 ~52/01/01 335.21-  811 6.0 1 HWIK.N
N.KIYH -1 1.0 96  N.KTGH 1 0.9 131 ~12/06/22
N.KIZH 0 10.2 11 ~03/11/16  12/06/23~ 

1 1.3 90 03/11/17~ N.KTMH 33 10.8 10 ~02/04/04
 ~50/40/20 492.10  811 9.0 4- HNJK.N

N.KJSH -1 1.0 117  N.KTNH 2 0.8 138  
N.KKAH -5 0.1 639  H N.KTRH -3 0.0 1818  H
N.KKCH -1 2.7 25 ~03/08/21 N.KTUH -2 0.4 128  H

-1 0.7 95 03/08/22~11/11/04 N.KTWH 0 0.8 122  
0 0.6 82 11/11/05~ H N.KUCH 2 0.4 169  

N.KKEH 0 1.6 66 ~09/12/15 N.KUMH 0 1.2 78  
0 3.3 31 09/12/16~ N.KURH -1 0.4 111 ~02/04/06 H

 ~70/40/20 8016.0203/90/01~ 011 6.0 1 HGKK.N
2 3.5 20 10/10/01~ N.KWAH -2 0.8 103  

N.KKIH -1 0.5 123 ~02/04/11 H N.KWBH -2 1.2 54 ~01/11/18 H
41/11/70~91/11/10 056.10 ~21/40/20 211 0.1 1-
72/20/21~51/11/70 256.12  671 5.0 3- HKKK.N

H ~82/20/21 819.32  131 9.0 1- HWKK.N
N.KKYH -2 1.7 40 ~04/04/20 N.KWHH -6 0.7 113  

-3 0.9 78 04/04/21~11/01/15 N.KWKH 4 0.3 214  
-2 4.6 15 11/01/16~ N.KWMH -1 0.6 109  

N.KMAH 163 0.0 1368  H N.KWNH 0 0.8 122  
N.KMBH -1 1.1 87 ~09/06/28 N.KWSH -2 0.9 126  

3 2.6 36 09/06/29~ N.KWTH 3 2.0 47 ~05/05/18
N.KMDH 0 0.2 408 ~11/11/24 H 1 1.2 81 05/05/19~ 

1 1.0 69 11/11/25~ H N.KWZH -7 1.4 80  
N.KMEH 1 0.9 117  N.KYAH 0 0.9 113  
N.KMGH -1 0.8 130  N.KYDH 2 0.3 255  
N.KMHH 3 0.3 213  N.KYEH -1 0.8 112 ~12/03/04

H ~50/30/21 427.20  642 3.0 0 HIMK.N
N.KMKH 3 0.9 72  N.KYMH 0 0.5 123  
N.KMMH -3 1.5 71  N.KYOH 3 0.5 106 ~11/07/14

 ~51/70/11 017.50  08 0.1 2 HNMK.N
N.KMOH 1 0.6 101  N.KYSH -1 0.4 169 ~10/11/03
N.KMSH -6 0.6 70  H -1 1.8 36 10/11/04~ 
N.KMTH -1 0.6 156  N.KYTH -2 1.7 58  
N.KMWH -10 3.4 25  H N.KYWH -2 1.8 54 ~08/11/02

 ~30/11/80 637.26-  931 7.0 5 HYMK.N
N.KMZH 177 0.6 106  N.KZMH -2 3.5 30  
N.KNAH 0 1.6 69  N.KZNH -87 0.0 1681  H
N.KNBH -1 1.6 63 ~07/10/15 N.MABH -4 0.8 126  

0 1.7 57 07/10/16~ N.MAKH 1 0.7 127  
N.KNEH -8 0.4 216  N.MASH 0 0.9 118  
N.KNGH 1 0.0 1236  H N.MBEH 0 0.9 109  
N.KNHH 6 3.8 25 ~08/02/19 N.MBUH -5 1.0 108  

7 2.0 49 08/02/20~ N.MBWH 3 0.7 94 ~11/06/19
 ~02/60/11 310.53  771 4.0 4- HINK.N

N.KNNH -5 2.1 37 ~04/01/22 N.MCTH 1 0.0 1197  H
-3 0.4 178 04/01/23~ N.MDRH -3 0.6 121  

N.KNSH -2 0.1 777  H N.MGMH 1 0.0 1341 ~11/09/23 H
N.KNZH -2 0.7 74 ~01/10/21 H 5 0.6 74 11/09/24~ H

-3 2.5 20 01/10/22~03/10/09 H N.MGWH 0 0.9 117  
0 1.6 55 03/10/10~ N.MHRH 6 0.7 106  

N.KOKH -1 0.0 1527  H N.MHSH -7 0.7 75 ~02/03/15 H
N.KORH -1 0.5 116 ~01/11/28 H -7 0.1 897 02/03/16~ H

-2 1.4 65 01/11/29~10/01/17 N.MICH -1 1.0 116  
   10/01/18~10/02/14 N.MIEH -79 5.0 19 ~02/05/11

 ~21/50/20 990.105- ~51/20/01 62 5.3 7-
N.KOSH 2 0.0 2020  H N.MIGH 11 1.0 65  
N.KOTH -101 2.7 18 ~05/03/28 H N.MIHH 0 1.1 60 ~07/10/10

46 0.1 743 05/03/29~ H -2 1.2 56 07/10/11~ 
N.KRHH 1 0.7 108  N.MIKH 1 0.1 940  H
N.KRIH 2 0.0 1777  H N.MISH -4 0.3 255  H
N.KRKH -5 0.3 204  H N.MITH 12 1.2 66 ~07/12/06

 ~70/21/70 754.1313/70/30~ 52 3.4 0 HMRK.N
1 1.3 84 03/08/01~ N.MIZH -3 1.2 80  

N.KRTH 3 0.7 81 ~04/11/29 N.MJNH 4 5.4 16 ~02/05/18
 ~91/50/20 7019.02 ~03/11/40 371 3.0 1

N.KRYH -86 0.6 127  N.MJSH -180 2.5 38 ~04/12/11
N.KSAH -13 0.4 139 ~02/04/08 H  04/12/12~04/12/23

-8 0.1 819 02/04/09~ H 0 1.6 64 04/12/24~ 
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表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位　（つづき）

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms. (continued)
Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)

H  3251.07- HRFN.N61/20/11~ 74 3.1 2 HBKM.N
1 4.0 15 11/02/17~ N.NGIH 5 0.3 207  

  5019.04 HKGN.N  54 9.1 4- HEKM.N
50/11/30~ 721.34- HOGN.NH  2411 1.0 1- HGKM.N

 ~60/11/30 099.04-  99 8.0 5 HIKM.N
  7814.08- HRGN.N  321 7.0 3- HJKM.N

H21/40/20~ 741.11 HSGN.N  512 4.0 2 HMKM.N
81/21/40~31/40/20 226.41  021 5.0 8- HOKM.N

 ~91/21/40 582.10  611 6.0 3 HRKM.N
22/40/40~ 047.263 HTGN.N  321 9.0 1- HWKM.N

N.MMBH -3 0.9 83 ~10/06/07 92 9.1 12 04/04/23~05/04/24
 ~52/40/50 283.10 ~80/60/01 62 8.2 2-

N.MMKH -3 1.7 41 ~02/04/05 N.NGUH -1 0.7 139  
-1 0.4 174 02/04/06~ N.NGWH 0 0.6 107  

N.MMOH -1 1.2 47 ~03/09/18 H N.NHEH -1 0.8 118  
-1 0.8 74 03/09/19~ N.NHJH 1 0.7 126  

N.MMRH 1 0.2 222 ~05/06/09 H N.NHWH 1 0.7 113  
0 0.1 434 05/06/10~ H N.NITH 1 1.7 61 ~07/12/11

 ~21/21/70 250.22-  58 2.1 5 HTMM.N
  2315.02 HEKN.N  78 9.0 1 H2NM.N
  5219.01 HMKN.N  401 1.1 2- HANM.N

N.MNEH 0 4.1 25 ~03/09/03 N.NKNH 2 0.4 127 ~02/04/04 H
H80/11/30~50/40/20 9214.0142/20/80~40/90/30 15 0.2 0
H31/01/11~90/11/30 0691.01 ~52/20/80 25 0.2 1
H ~41/01/11 786.03  011 9.0 1 HMNM.N

N.MNOH 0 0.9 69 ~12/02/23 N.NKOH 96 1.0 117 ~10/10/20
23 1.9 25 12/02/24~ H 5 5.7 20 10/10/21~ 

N.MOKH 8 9.4 10 ~09/02/12 N.NKTH -1 0.4 223  
H  86610.01- HWKN.N ~31/20/90 24 2.2 8

  1118.05- HEMN.N  87 4.1 2- HIRM.N
N.MRMH 3 1.2 69 ~09/07/23 N.NMKH 11 2.9 22 ~02/04/05

 ~60/40/20 9016.02 ~42/70/90 53 3.2 3
  1323.03- HNMN.N  211 6.0 2 HORM.N

N.MRRH -6 0.2 256 ~05/06/04 H N.NNMH -3 1.0 73  
-5 0.4 121 05/06/05~08/08/19 H N.NOBH 0 2.4 27 ~04/12/05
-1 0.2 293 08/08/20~ H 0 0.9 76 04/12/06~ 

61/50/20~ 017.824 HARN.N  302 4.0 1- HTRM.N
 ~71/50/20 1019.09  821 6.0 0 HURM.N

H  33310.01- HKRN.N  912 3.0 4- H2SM.N
  297.03- HTRN.NH  5221 0.0 1 HASM.N
  873.16- H2SN.N  372 3.0 2- HFSM.N
  7215.01- HBSN.N  811 9.0 1- HISM.N

N.MSMH -4 1.0 92 ~10/02/17 N.NSEH 3 0.2 408 ~04/11/12 H
H ~31/11/40 9091.01 ~81/20/01 13 8.2 0

60/20/21~ 935.251 HHSN.N  991 3.0 3- HNSM.N
H ~70/20/21 143.13H  9571 0.0 041- HTSM.N
H02/40/20~ 1314.01- HMSN.N  59 1.1 9 HDTM.N

 ~12/40/20 290.12-  011 8.0 3 HKTM.N
N.MTMH -3 0.4 139 ~01/11/18 H N.NSNH 1 0.6 129  

H  06410.03- HSSN.N10/11/70~91/11/10 45 5.1 1
H  9381.06- HTSN.N ~20/11/70 75 4.1 1-

N.MTOH 6 4.8 19 ~02/06/10 N.NTBH 1 0.8 135  
6 0.8 115 02/06/11~ N.NTGH 2 8.6 10 ~03/09/15

 ~61/90/30 9024.04  561 5.0 2 HYTM.N
  3423.05- HHTN.NH  1251 0.0 0 HIUM.N

N.MURH -6 0.8 115 ~12/06/26 N.NUKH 1 0.8 113  
   12/06/27~ H  3451.01- HMUN.N

N.MYJH -164 0.3 219 ~02/05/20 H N.NWAH 5 1.4 52 ~07/10/25
 ~62/01/70 055.1841/21/40~12/50/20 71 6.6 751-

H  38310.00 HAYN.N90/20/90~51/21/40 63 1.3 4-
-5 3.5 32 09/02/10~ N.NYOH 3 3.3 22 ~04/05/30

 ~13/50/40 898.03  901 9.0 4- HKYM.N
  1523.03 HRYN.N  711 6.0 321- HMYM.N

N.MYTH -1 5.0 12 ~11/04/21 N.NZWH 0 0.7 103  
H  1371.00 HMBO.N ~22/40/11 41 3.4 9-
H  52810.00 HTDO.N  67 4.1 1- HEZM.N

N.MZKH 1 0.6 104 ~01/11/10 H N.OGAH 1 8.3 11 ~01/12/07
0 0.1 684 01/11/11~07/11/22 H 3 3.2 29 01/12/08~04/11/18

-1 0.1 669 07/11/23~ H 4 2.9 32 04/11/19~08/11/06
H32/80/90~70/11/80 413.44  121 9.0 3- HGAN.N

52/50/11~42/80/90 918.4703/30/20~ 81 0.6 1- HKAN.N
1 1.2 93 02/03/31~  11/05/26~11/06/16

 ~71/60/11 217.73  921 5.0 1- HNAN.N
H  64310.021 HCGO.N  831 8.0 6- HWAN.N

  3423.02- HNGO.N  001 9.0 2- HZAN.N
  5010.11- HOGO.N  901 7.0 21 HNCN.N

71/01/30~ 730.332- HAHO.N  69 0.1 4- HPCN.N
 ~81/01/30 192.13  521 9.0 4 HGDN.N

N.NEOH -1 0.1 749 ~07/09/02 H N.OHCH 8 1.0 102  
4 0.1 979 07/09/03~ H N.OHSH 0 1.3 78  
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表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位　（つづき）

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms. (continued)
Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)

N.OHTH 2 2.1 38 ~06/08/26 N.SHMH 30 0.7 86 ~12/03/26
H ~72/30/21 124.219 ~72/80/60 76 2.1 3

  6018.03- HZHS.N  922 3.0 0 HWIO.N
  9115.017- HKIS.N  751 6.0 4- HBKO.N

H92/11/00~ 618.24- HNIS.N  501 1.1 1- HCKO.N
 ~03/11/00 766.14-  621 8.0 1 HEKO.N

  4317.06- HSIS.N  511 7.0 1 HMKO.N
N.OKYH -1 6.7 15 ~01/11/09 N.SIZH -2 0.6 153  

-1 3.9 26 01/11/10~04/05/10 N.SJOH 4 1.3 72 ~07/11/10
 ~11/11/70 1010.10 ~11/50/40 98 1.1 2-

H91/11/90~ 3491.0721 HGKS.N  601 9.0 5 HZKO.N
H ~02/11/90 3831.02H  2931 0.0 3- H2MO.N

  3219.01- HIKS.NH  2601 1.0 1- HRMO.N
H  5861.03- HNKS.N31/11/30~ 12 7.3 1- HDNO.N
H  4961.03 HSKS.N40/21/80~41/11/30 05 5.1 2-

1 1.8 42 08/12/05~ N.SKUH 3 0.5 117  
60/21/60~ 842.23 HWKS.N  301 9.0 5 HINO.N
70/90/11~70/21/60 543.20   021 9.0 6- HPNO.N

H ~80/90/11 087.01-   011 8.0 1- HCOO.N
  6118.01 HAMS.N  19 2.1 3- HKOO.N
  766.12- HDMS.NH  774 1.0 5 HMOO.N
  7314.04- HGMS.N  031 6.0 0 HTOO.N

N.OOZH 4 0.6 94 ~10/12/12 N.SMMH 1 0.9 76  
4 3.2 18 10/12/13~ N.SMNH -12 0.8 122  

  4019.03 HPMS.N  701 9.0 4 HEPO.N
  9723.081- HSMS.N  801 0.1 2- HWPO.N
  7324.00 HTMS.NH  735 1.0 1 HERO.N

N.ORWH 0 0.2 357 ~08/10/11 H N.SNDH 0 1.0 84 ~08/12/19
2 0.3 186 08/10/12~ H 6 1.8 31 08/12/20~ H

N.OSKH -2 4.2 25 ~10/02/17 N.SNIH -5 0.3 239  
0 3.3 33 10/02/18~ N.SNNH -1 1.4 63 ~06/08/31

 ~10/90/60 173.12-72/30/20~ 62 9.2 41 HUSO.N
-7 0.3 212 02/03/28~ N.SNSH 3 0.4 239  

N.OTAH 2 0.4 143 ~04/12/02 H N.SNTH 2 0.3 186 ~09/09/16
0 0.2 262 04/12/03~ H -3 0.9 71 09/09/17~ 

12/20/01~ 661.14- HWNS.N  422 4.0 3 HOTO.N
 ~22/20/01 628.23  821 5.0 4 HUTO.N

  1215.00 HIOS.N  531 8.0 3 HWTO.N
  2018.03- HJOS.N  501 0.1 2 HMUO.N
  9123.08- HNOS.NH  7661 0.0 1- HNWO.N
  9124.02- HSOS.N  821 7.0 3- HSWO.N

N.OYMH 0 0.8 82 ~09/10/01 N.SRIH 24 4.0 20 ~02/04/10
32 ~20/01/90 33 9.1 3- 0.4 171 02/04/11~10/11/22

 ~32/11/01 530.24  521 8.0 0 HSBR.N
  6216.05- HMRS.N  521 7.0 1 HBKR.N
  292.12 HORS.N  621 9.0 5 HSKR.N

N.RNKH -1 0.1 609 ~08/08/16 H N.SRUH 4 2.3 26 ~06/10/11
-4 0.1 478 08/08/17~ H 1 4.2 14 06/10/12~09/06/14

H ~51/60/90 3314.06  632 4.0 0 HTZR.N
H62/50/30~ 423.265- HWRS.N  542 3.0 2 HDAS.N

 ~72/50/30 2010.11-  43 9.1 0 HIAS.N
  3215.07- HKSS.N  501 7.0 3 HKAS.N
  0224.01- HMSS.N  121 9.0 2- HMAS.N

N.SATH -3 0.9 103 ~10/01/20 N.SSRH -1 0.8 103  
H  64410.02 HSSS.N ~12/10/01 72 8.3 4-

  8215.00 HTSS.N  252 3.0 0 HABS.N
  7316.07- HYSS.N  791 4.0 6- HKBS.N

H  7281.00 HDTS.N  89 8.0 1- HNBS.N
H  6961.03 HKTS.NH72/50/20~ 241 5.0 021 HSBS.N

119 0.9 109 02/05/28~ N.STNH 0 3.4 27 ~05/06/13
32/60/11~41/60/50 618.51  69 7.0 24- HNCS.N

 ~42/60/11 311.71-  301 9.0 3- HSCS.N
N.SDAH 1 5.4 20 ~03/09/26 N.STRH 1 1.0 106  

0 1.1 98 03/09/27~ N.STSH -8 0.7 107  
N.SDWH -2 0.4 150 ~02/04/02 H N.SUGH -3 0.2 339 ~08/10/15 H

H ~61/01/80 0913.01 ~30/40/20 69 0.1 4-
N.SENH -6 7.8 14 ~04/03/20 N.SUKH -75 0.9 111  

-9 10.7 7 04/03/21~04/07/22 h N.SUZH -179 2.7 23 ~02/04/02 H
H22/50/50~30/40/20 160.1871- ~32/70/40 08 4.1 8-

 ~32/50/50 166.12-  89 6.0 3- HTES.N
H50/80/30~ 2732.04 HEWS.NH  784 1.0 1- HNFS.N

 ~60/80/30 891.14  29 7.0 2- HSFS.N
N.SGOH 5 4.2 19 ~01/11/03 N.SWWH 1 0.1 358 ~03/08/02 H

H70/11/40~30/80/30 342.148 ~40/11/10 632 3.0 3
32/90/80~80/11/40 244.24  262 3.0 1 HRGS.N

 ~42/90/80 841.23  731 8.0 1- HUGS.N
N.SGWH 23 8.7 10 ~02/03/21 N.SYKH -1 0.3 223  

-2 0.8 109 02/03/22~ N.SYNH -4 1.0 109  
41/01/30~ 536.20 HOYS.NH  8602 0.0 3 HGHS.N

 ~51/01/30 799.01  101 7.0 241 HKHS.N
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Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)
  3119.00 HENT.N  701 0.1 5- HSYS.N
  1017.01 HMNT.N  811 7.0 4 HTYS.N

H  5251.03 HBOT.N  701 8.0 0 HGZS.N
  2017.04- HGOT.N  08 4.1 2 HJZS.N
  687.03- HHOT.NH  8141 0.0 0 HKZS.N
  4019.01- HIOT.NH  336 1.0 6- HNZS.N
  3011.13- HKOT.N  612 4.0 3- HUZS.N

H41/01/60~ 7441.02- HMOT.N  821 6.0 3- HWZS.N
H ~51/01/60 5951.01-  821 9.0 3 HGAT.N

  6423.02 HUOT.NH  0621 0.0 2- HJAT.N
N.TAKH -2 1.7 60 ~07/01/15 N.TOWH -1 0.7 131  

H  2042.02- HYOT.N ~61/10/70 16 7.1 0
N.TAMH -5 4.4 16 ~01/11/11 N.TREH -6 0.9 109  

H  4961.02- HGRT.N02/01/30~21/11/10 02 5.3 6-
1 0.8 93 03/10/21~ N.TRIH 0 0.6 118  

N.TARH -86 3.6 22 ~02/05/24 N.TROH 2 0.3 221  
-66 4.6 18 02/05/25~04/04/13 N.TRSH 1 1.5 68 ~10/07/05

 ~60/70/01 227.4312/20/70~41/40/40 52 2.3 4-
-1 1.7 47 07/02/22~10/12/15 N.TRWH 1 0.8 108  
3 4.7 17 10/12/16~ N.TSKH 2 1.3 85  

N.TAYH -1 0.7 101 ~10/09/02 N.TSMH 1 1.2 78 ~07/11/04
 ~50/11/70 059.12- ~30/90/01 22 0.3 3-

N.TBEH 1 0.7 90 ~01/11/21 H N.TSOH 4 0.8 138  
1 2.7 34 01/11/22~06/02/21 N.TSRH -1 0.5 131  
1 1.3 72 06/02/22~ N.TSSH -6 0.6 113  

  3016.02- HTST.N  871 5.0 1 HRBT.N
  9124.00 HUST.N  76 5.1 831 HSBT.N

N.TBTH -10 0.4 149 ~02/05/20 H N.TSYH 1 3.2 33 ~03/10/27
-10 0.1 732 02/05/21~ H 2 1.1 98 03/10/28~ 

  1123.05- H2TT.N  402 3.0 3 HYBT.N
  7218.02 HATT.NH  4301 1.0 3 HKCT.N

H  44120.04 HKTT.N  601 9.0 2 HEDT.N
  3218.01- HNTT.NH  7451 0.0 3- HMDT.N

N.TDOH 2 2.9 35 ~04/06/02 N.TU2H -6 1.2 94  
H  93310.00 HMUT.N90/10/90~30/60/40 93 6.2 1

1 2.3 44 09/01/10~ N.TUNH 1 1.0 107  
H  07111.00 HRUT.NH12/50/20~ 48 7.0 55 HIGT.N

57 3.8 22 02/05/22~06/03/30 N.TUSH 2 1.0 106  
-151 1.2 69 06/03/31~ N.TWAH 2 2.4 37 ~08/07/09

 ~01/70/80 241.22H  6141 0.0 0 HKGT.N
H  78410.03 HEWT.NH51/50/20~ 891 3.0 2- HOGT.N
H  97710.06 HWWT.NH ~61/50/20 6621 1.0 2-

2 H2YT.N  811 7.0 3 HUGT.N 10.1 11  
N.THGH 1 1.1 46 ~03/08/06 H N.TYEH -2 0.4 209  

-2 0.9 104 03/08/07~ N.TYHH  ~01/03/14
H ~51/30/10 99410.00  601 6.0 2 HNHT.N

71/20/11~ 6010.10 HNYT.N  931 4.0 3- HTHT.N
 ~81/20/11 512.7012/90/70~ 931 5.0 0 HSIT.N

-1 0.6 105 07/09/22~ N.TYOH 4 0.8 85  
  075.13 HRYT.N  431 5.0 1 HOJT.N

N.TJRH 7 1.2 79 ~09/01/27 N.TYTH 3 0.6 123 ~11/08/27
 ~82/80/11 014.73 ~82/10/90 34 3.2 5

H42/11/10~ 869.04 HUYT.N  921 7.0 31 HBKT.N
 ~52/11/10 6010.12  522 4.0 2- HEKT.N

H  51110.02 HWZT.N  041 5.0 2- HGKT.N
N.TKHH 0 0.4 153 ~02/06/06 H N.UBEH 2 2.7 28 ~03/08/29

 ~03/80/30 998.01 ~70/60/20 311 8.0 0
N.TKIH 3 1.0 93 ~09/07/02 N.UCNH 1 0.8 125  

-1 2.2 41 09/07/03~ N.UCUH 0 0.6 77 ~02/06/04 H
72/30/60~50/60/20 129.42  701 8.0 2- HJKT.N

N.TKKH 1 0.5 96 ~02/04/15 H -1 1.5 72 06/03/28~ 
1 1.8 44 02/04/16~07/02/24 N.UJEH -3 0.6 137  
2 1.2 66 07/02/25~ N.UKHH -2 0.5 109  

N.TKNH    ~01/02/24 N.UMEH -1 0.8 124  
0 0.1 933 01/02/25~ H N.UMIH -2 4.8 20 ~02/05/25

N.TKRH 4 0.0 1691 ~12/02/19 H -2 0.9 108 02/05/26~ 
4 1.5 33 12/02/20~ H N.UMWH 0 1.3 82 ~09/12/19

 ~02/21/90 618.697-H  4791 0.0 0 HSKT.N
N.TKTH 1 1.2 60 ~07/10/03 N.UMYH -2 0.5 149  

2 1.8 41 07/10/04~10/09/10 N.UNNH 1 0.6 141  
2 3.3 22 10/09/11~ N.UNSH 1 0.8 88  

H42/01/10~ 468.094 HZOU.N  311 6.0 1- HUKT.N
H52/50/50~52/01/10 4522.096  433 3.0 6 HWKT.N
H ~62/50/50 6351.089-  311 6.0 1- HAMT.N

N.TMGH 1 3.4 20 ~03/09/23 N.URSH 3 0.9 110  
1 0.7 93 03/09/24~ N.UUMH 3 0.7 86  

21/10/70~ 547.11- HAWU.NH  1831 0.0 1 HNMT.N
 ~31/10/70 661.13-13/01/10~ 11 6.9 5- HOMT.N

-7 1.0 112 01/11/01~ N.UWEH -2 3.1 21 ~02/04/18
 ~91/40/20 5123.02-  611 7.0 0 HYMT.N

表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位　（つづき）

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms. (continued)
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表 A1 地震動長周期成分を用いて推定された防災科研 Hi-net 地中地震計設置方位　（つづき）

Table A1 Sensor orientation of NIED Hi-net based on correlation analyses of long-wavelength waveforms. (continued)
Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd) Code ϕ Err. N Period(yy/mm/dd)

N.WATH 0 5.4 21 ~04/05/26 N.YM2H -6 1.1 96  
4 1.3 90 04/05/27~ N.YMAH 21 0.8 111  

N.WKMH 0 3.6 22 ~02/04/10 N.YMDH -5 0.8 113  
0 0.8 106 02/04/11~ N.YMGH -2 1.0 113  

N.WKYH 0 1.1 86 ~09/10/05 N.YMKH -4 1.5 74  
4 2.9 32 09/10/06~ N.YMMH 0 0.5 135  

N.WNEH 0 0.3 188 ~03/08/24 H N.YMSH -1 1.3 81 ~10/10/04
1 0.1 739 03/08/25~ H 1 5.2 20 10/10/05~ 

02/90/01~ 391.11 HTMY.NH  504 1.0 6 HNNW.N
 ~12/90/01 226.40H  346 1.0 0 HWNW.N

81/20/60~ 797.00 HDNY.NH  446 1.0 5- HMSW.N
 ~91/20/60 5414.0031/40/20~ 43 6.2 1- HBAY.N

-1 0.5 196 02/04/14~ N.YNTH -50 0.6 116  
H  18410.02- HZNY.N  262 3.0 3- HKBY.N

 HKOY.NH  664 1.0 2 HNBY.N  ~01/02/22
 ~32/20/10 0218.0070/11/10~ 61 8.3 0 HRBY.N

0 3.4 18 01/11/08~03/10/03 N.YOSH 0 1.7 65  
3 0.6 93 03/10/04~04/07/26 H N.YOTH 1 0.4 246  
2 0.7 87 04/07/27~ N.YROH 4 0.6 77 ~12/03/14 H

N.YGDH -152 0.9 84 ~02/06/03 H -8 4.2 10 12/03/15~ H
-152 3.4 33 02/06/04~ N.YSDH -3 0.9 122  

H  62710.01 HHSY.N01/50/20~ 01 7.9 801 HNGY.N
105 8.1 12 02/05/11~03/08/24 N.YSTH -2 2.2 51  
-4 1.9 52 03/08/25~09/01/20 N.YTOH 104 0.5 137 ~02/05/18 H

H62/60/70~91/50/20 0151.099 ~12/10/90 34 3.2 1-
H ~72/60/70 4361.04-91/80/01~ 011 9.0 3 HTGY.N

2 4.7 20 10/08/20~ N.YUBH -1 0.8 102  
H72/70/90~ 4181.03- HZUY.NH  7711 0.0 4- HBHY.N
H ~82/70/90 9232.03-  642 3.0 5 HTIY.N
H  4161.02 HTWY.NH  055 1.0 3- HMJY.N

N.YKHH 5 0.1 916 ~08/09/27 H N.YZEH 1 1.3 41 ~04/05/18
4 0.1 855 08/09/28~ H 1 0.6 97 04/05/19~ 

N.YKSH -6 0.6 204  H  56510.00 HWZY.NP
 21/20/90~ 08 2.1 6- HWKY.N

-3 2.5 27 09/02/13~ H

<Remarks: Estimation method> 
Blank: Waveform correlation with NIED F-net stations 
H: Waveform correlation with NIED F-net and Hi-net stations (N≥10) 
h: Waveform correlation with NIED F-net and Hi-net stations (N<10) 
P: Principal axis azimuth of P-wave particle motion 
 
XX: Estimated orientation is rotated 90° to clockwise from the tiltmeter orientation. 

表 A2 P 波振動方向を用いて推定された簡易型 Hi-net 観測点の地中地震計設置方位

Table A2 Sensor orientation of simple-type Hi-net station based on P-wave particle motion direction.
Code ϕ Err. N Code ϕ Err. N 

N.AAKH 4 1.3 92 N.MNYH 3 1.0 131 
N.AHMH 4 1.8 69 N.MWDH 2 2.4 50 
N.ATYH 2 2.1 57 N.NRSH 18 1.0 113 
N.CHHH -3 0.8 158 N.OMYH -11 10.2 11 
N.HKKH -9 6.3 19 N.OSTH 0 0.8 145 
N.HQNH 0 1.0 120 N.OTNH -9 1.5 79 
N.HQSH -4 1.3 90 N.SNBH -12 1.2 101 
N.KHTH 13 1.5 76 N.SSGH 1 0.8 158 
N.MANH -14 0.5 237 N.SUYH 63 0.2 334 
N.MAZH 10 1.4 86 N.TONH 8 0.4 310 
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表 A3 P 波振動方向を用いて推定された防災科研旧関東・東海地殻活動観測施設地震計設置方位

Table A3 Sensor orientation of old KT-net based on P-wave particle motion direction.
Code ϕ Err. N Period Code ϕ Err. N Period 

N.ABNH -1 1.3 92  N.MKEH -9 26.9 4  
N.ACHH 12 2.4 48  N.MNBH 10 1.7 70  

N.AKWH 
-2 2.6 46 ~08/01/18 N.MNKH 17 0.2 634  

-17 0.6 191 08/01/19~ N.MNZH 9 1.9 63  
N.ASGH -2 0.9 137  

N.MOKH
4 0.7 170 ~09/02/12

 ~31/20/90 2733.07  8311 1.0 7 HOSA.N
N.ASYH -13 1.2 110  N.MORH   

N.ATGH 
0 0.2 473 ~12/03/03 N.MOTH 2 0.1 1930  

-3 3.9 30 12/03/04~ N.MRIH 0 1.0 119  
N.CBAH 3 0.4 294  N.MSKH -133 0.9 103  
N.CHSH -1 0.7 169  N.NJMH   
N.CKRH 50 2.3 40  N.NMTH   
N.EDSH -3 0.1 1893  N.NMZH 1 5.9 20  
N.ENZH -6 0.2 472  N.NRTH -5 0.1 1677  

N.FCHH 
65 0.3 184 ~08/03/28 N.NRYH 25 6.2 17  
-9 7.6 15 08/03/29~10/04/19

N.NSHH
19 0.2 727 ~12/02/06

 ~70/20/21 950.21 ~02/40/01 281 6.0 871
N.FJMH -148 65.7 1  N.NSIH -4 21.9 5  
N.FJWH -4 0.9 122  N.ODWH   

N.FUTH 
-51 5.7 13 ~09/07/15 N.OHRH -1 0.3 342  
-4 16.0 7 09/07/16~ N.OHSH 5 2.5 48  

N.GERH 1 0.2 573  N.OKBH -13 0.7 165  
N.HASH 11 15.8 7  N.OMCH 7 2.1 66  
N.HCJH 48 14.7 6  N.OMMH 8 0.1 798  
N.HDAH     N.SDMH 1 0.2 523  
N.HDKH 7 0.7 179  N.SHJH -2 3.7 32  
N.HHRH -4 0.4 332  N.SHMH 29 0.1 1249 ~12/03/26
N.HKWH -4 0.4 320  N.SHMH 98 1.3 89 12/03/27~ 
N.HMOH     N.SIZH 1 0.4 319  
N.HRMH     N.SMBH 3 0.6 185  
N.HRNH -151 0.4 311  N.SMDH 0 0.5 211  
N.HRTH 6 1.3 98  N.SMYH 3 0.4 309  
N.HTNH 2 0.6 208  N.SSNH 4 6.0 20  
N.HTSH -38 45.3 2  N.SSWH 10 0.4 320  
N.ICHH 2 4.8 25  N.TATH   

N.ISSH 
-3 0.5 228 ~08/10/24 N.TBYH -2 0.1 1571  
1 0.4 318 08/10/25~ 

N.TKRH
-3 0.5 233 ~12/02/19

 ~02/20/21 415.85-  56 9.1 2- HOTI.N
N.IWKH -16 2.7 47  N.TNRH 0 0.9 133  

N.IWTH 
-153 0.5 238 ~08/03/18 N.TOEH -2 0.3 458  
-96 0.5 253 08/03/19~ N.TR2H -7 0.3 463  

N.JIZH -5 0.8 144  N.TRUH   
N.KGNH 2 0.2 751  N.TYMH -8 18.4 8  
N.KGWH -1 0.8 142  N.TYOH 2 0.1 1493  
N.KHZH 65 75.3 1  N.USDH 1 5.4 23  
N.KIBH 3 0.1 1838  

N.YKHH
6 1.1 103 ~08/09/27

 ~82/90/80 584.13  153 3.0 4 HTMK.N

N.KOTH 
-108 1.5 74 ~05/03/28 N.YKIH 3 1.0 116  

39 0.2 442 05/03/29~ N.YMIH -3 1.7 68  
N.KRKH 13 1.6 73  N.YMKH 0 0.3 353  
N.KSHH 2 0.4 311  

N.YROH
4 0.5 251 ~12/03/14

 ~51/30/21 815.69-  93 0.3 4 HUTK.N
N.MINH 13 10.1 12  N.YSKH -2 2.1 55  

N.MKBH 
1 1.1 102 ~11/02/16 N.YSTH -28 1.0 136  

  ~71/20/11 63 2.3 2-
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要　旨

地震計の設置方位は，観測された地震波形を用いた解析を行うために必須の情報である．しかし，

防災科研 Hi-net など観測井の孔底に地震計が設置されている場合，観測記録を用いた設置方位推定を

行うことが必要である．本研究では，地震動の長周期成分の波形相関を用いた従来の解析方法を改良

することにより，安定した設置方位推定が可能な方法を確立するとともに，推定結果の誤差評価も行っ

た．また，簡便的な方法として用いられる近地地震の P 波初動の振動方向から推定される設置方位は，

10º 以上の大きな推定誤差を有する可能性があることを示した．さらに，設置方位変化の推定方法と

して，雑微動の相関係数を用いる方法を新たに提案した．この方法のみでは 180º の任意性が残るものの，

設置方位の変化を検出する方法として有効な方法であることを明らかにした．

キーワード：防災科研 Hi-net，地震計設置方位，遠地地震記録，相関解析，雑微動


